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■時間相談 ……1時間まで3000円　2時間まで5000円
　教育資金・老後資金・相続・住宅ローン・保険の見直しや商品選択、確定拠出年金など何でも相談できます

■マイホーム資金・住宅ローン相談 ………………… 3万円
　無理のない予算額、頭金や購入時期、最適な住宅ローン・生命保険・火災保険など、マイホーム購入にまつわる
　マネープランについて何でも、マイホーム購入まで時間を気にせず相談できます

■退職資金・マネープラン相談 ……………………… 3万円
　退職後の手続き、年金や保険、退職資金計画など退職後の生活設計について何でも、
　時間を気にせず相談できます

要予約
●平日/10:00～19:00 ●土日/10:00～17:00

暮らしのマネープラン相談センター
㈱ＦＰサポート研究所 http://www.fpsl.co.jp/

国家予算も家計と同様に関心を！
　2019年、新年あけましておめでとうございます。
「知らなきゃ損するいしかわ暮らしのマネープラン」
は、今年4月に10年目を迎えます。今年も知って得
する、知らなきゃ損するお金の知識を皆さまにお届
けたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
　昨年政府は2019年度の国の予算案を閣議決定
し、国会での審議を経て決まります。予算案を見る
と、収入では今回は10月に予定されている消費税
８％から10％への増税分約2兆円。支出では消費
税増税による景気対策や増税による負担が大きい
人たちへの対策の支出分、相次いだ自然災害への
対応なども含めて、その額は約10１兆円と過去最
大です。予算案を（1000億円を１万円として計算）
家計にたとえると、年収は624万円、この収入の半
分以上が年金や医療、介護などの費用345万円で
家計を圧迫しています。そこに教育費（文教・科学）
56万円、修繕費（公共事業）69万円、仕送り（地方
交付税）159万円、防犯（防衛）52万円を合計した
生活費が加わり、合計は779万円となり赤字です。
さらに借金返済（国債費）が235万円あるので支出
合計は1014万円になります。収入に対する不足分
は、借金（326万円）と副業（税外収入）63万円で
家計を支えるという案です。借金額の合計は8970
万円とまた増える見込みです。この赤字の予算案
でよいのか、国会でしっかり審議してほしいですね。
　ところで、もう少しで平成が終わります。平成の
30年間を振り返ると、私たちの平均の家計の可処
分所得（収入から税金・社会保険料を差引いた金
額）は、90年代後半以降減少傾向で、30年間で税
金・社会保険料の収入に対する負担割合は、平均
21％から26％に上昇しました。内閣府の資料によ
れば、家計の総資産は、1990年2654兆円から
2015年2799兆円と増えましたが、１世帯で見る
と核家族化で世帯数が増えたため、6525万円か
ら5248万円と減少しました。1990年家計総資産

の56％が土地、現金預金が18％でしたが、資産
デフレから2015年土地は24％に減少し、2004
年に比率が逆転した現金預金が33％と増加しまし
た。2018年3月末家計の金融資産は1829兆円
と平成の間にほぼ２倍になりました。その内の約
53％は現金預金、保険・年金が29％です。金利は
90年代低下し続け、今は消滅しているような状態
です。一方住宅ローン残高は99兆円から2010年
以降30～40代で住宅ローン残高が伸びたことで、
202兆円と倍増しています。
　長寿化が進み、人生100年
時代と言われるようになって、
家計の資産を現金預金中心で
乗り切れるのかが問われる時
代に今後なるではないでしょう
か。お金の働き方改革、お金の
長寿化が必要な時代です。
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※2019年度政府予算案を分かりやすく1000億円を1万円に
換算し1万円未満は切り捨て。※平成31年末国債残高約897
兆円の見込みで8970万円とし、平成31年度一般会計101.4兆
円を1014万円に換算しています。※⬆⬇は前年との比較。

年収(税収) ……………………… 624万円⬆
副業(税外収入) ………………… 63万円⬆
借金(国債発行) ………………… 326万円⬇
収入合計 …………………… 1014万円⬆

借金返済(国債費) ……………… 235万円⬆
年金・医療費など(社会保障費) 345万円⬆
仕送り(地方交付税) …………… 159万円⬆
教育費(文教・科学振興費) …… 56万円⬆
修繕費(公共投資) ……………… 69万円⬆
防犯対策費(防衛費) …………… 52万円⬆
その他 ………………………… 98万円⬆
支出合計 …………………… 1014万円⬆
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ローン残高(国債残高)…約8970万円⬆


